
（6）運転事故の概況

(ｱ) 民鉄（ＪＲを除く）の運転事故の概要

　令和5年度の全国の民鉄（ＪＲを除く）における運転事故総件数は図－１に示すとおり、３４２件

で前年度（２９７件）より４５件増加している。

　列車走行１００万キロ当たりの事故件数の推移については、図－２に示すとおり、鉄道におい

ては、０．６件と前年度から０．１件の増加であり、軌道においては、１．３件と対前年度０．９件の

減少となった。

　九州管内における令和５年度の運転事故総件数は図－１に示すとおり、２９件で前年度から

１３件増加となっており、鉄・軌道別に見ると表－１に示すとおり、鉄道は１６件で前年度から１０

件増加し、軌道は１３件で前年度から３件増加した。

　九州管内の運転事故の種類別は表－１及び図－３に示すとおり、令和５年度で鉄道は踏切

障害事故及び人身障害事故であり、軌道においては道路障害事故が最も多く全体の約７割を

占めている。

　九州管内の運転事故を原因別に見ると、図－５及び図－６、図－７に示すとおり、令和５年度

では鉄道は踏切道での直前横断等や線路内立入及び、酔客などによるホーム上での接触等

の部外原因となっている。また、軌道においては、自動車や歩行者との直前横断等による部外

原因が多くなっているが、令和５年度には乗務員の取扱い誤りによる車両脱線が発生した。

　九州管内のインシデントについては、図－１８に示すとおり、令和５年度は６件と対前年度１件

の増加となった。

　これらの事故等を防止するためには、鉄・軌道事業者の安全確保に向けた取り組みはもとよ

り、鉄道利用者、踏切通行者、沿線住民等への注意喚起・啓発活動等を交通安全運動等の

機会あるごとに実施するとともに、踏切道については、引き続き踏切道の立体交差化、構造の

改良、踏切保安設備の整備、統廃合の促進、その他踏切道における各種対策を積極的に推

進していく必要がある。

 



表－１　管内運転事故件数及び死傷者数　（民鉄）

鉄・軌道別 鉄　　道 軌　　道 計

事故種別 年度 H30 R01 R02 R03 R04 R05 H30 R01 R02 R03 R04 R05 H30 R01 R02 R03 R04 R05

件　数 1 (1) 2 (2) 3 (3) 1 (1) 1 (1) 2 (2) 3 (3) 1 (1)

列車衝突 死　亡

負　傷 4 (4) 7 (7) 4 (4) 7 (7)

件　数 1 (1) 1 1 1 (1) 1 1

列車脱線 死　亡 1 1

負　傷 1 1

件　数

列車火災 死　亡

負　傷

件　数 7 7 5 7 2 10 1 2 1 1 2 8 9 6 7 3 12

踏切障害 死　亡 1 1 2 1 1 2 1

負　傷 4 1 3 4 2 4 1 3 4 2

件　数 3 (2) 1 3 2 6 (1) 9 3 (2) 1 3 2 6 (1) 9

道路障害 死　亡 2 2

負　傷 4 (1) 4 2 1 7 (3) 5 4 (1) 4 2 1 7 (3) 5

件　数 1 1 4 5 4 6 1 2 (1) 1 1 2 6 (1) 5 4 7

人身障害 死　亡 1 2 3 2 1 2 3 2

負　傷 1 1 3 3 1 4 1 2 (1) 1 1 2 5 (1) 3 1 5

件　数

物損事故 死　亡

負　傷

件　数 9 (1) 9 9 12 6 16 5 (3) 4 9 (3) 2 10 (4) 13 (1) 14 (4) 13 18 (3) 14 16 (4) 29 (1)

合  計 死　亡 2 2 4 3 3 2 2 2 4 3 5

負　傷 5 3 6 7 1 6 4 (1) 5 8 (5) 1 14 (10) 6 9 (1) 8 14 (5) 8 15 (10) 12

列車走行キロ（千ｋｍ）

100万キロ当たりの件数

　（注）（　）内は有責事故
　資料：鉄道部安全指導課
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ア．列車事故

表－２　列車事故原因推移

原　　因 年　度 30 R01 R02 R03 R04 Ｒ０５

取 鉄　道

部 扱 軌　道 1 2 3 1

車施 鉄　道 1

両設 軌　道 1

内 鉄　道

軌　道

鉄　道 1

部 軌　道

外 鉄　道

軌　道

災 鉄　道

害 軌　道

計 鉄　道 1 1 0 0 0 0

軌　道 1 0 3 0 3 1

（注）　列車事故とは、列車衝突事故、列車脱線事故、列車火災事故

　　　　 （軌道における車両衝突事故、車両脱線事故、車両火災を含

　　　　む）を総称していう。

イ．踏切障害事故

表－3　踏切道種類別事故件数、踏切道 100 ヶ所当たりの事故件数の推移

R04年度 R05年度 R04年度 R05年度 R04年度 R05年度

第1種 1,024 1,024 2 8 0.20 0.78

第3種 21 21 0 0 0.00 0.00

第4種 130 130 1 4 0.77 3.08

合　計 1,175 1,175 3 12 0.26 1.02

  令和5年度の発生件数は１２件と対前年度で９件増加している。種類別では、第１種踏切において対前年度で６件増加、第４種踏切で３
件増加している。
　原因別は、図－１２のとおり、対前年度で直前横断が４件、自動車の運転操作誤りが２件、エンスト・その他は３件それぞれ増加した。

　令和５年度の発生件数は、表－２及び図－８のとおり、軌道１件であり前年度より２件減少した。
　事故の種類は車両脱線である。

（※第３種鉄道事業者　一般社団法人　佐賀・長崎管理センター　長崎線
の踏切道数はＪＲの踏切道数に計上）

踏切道数（※） 事故件数
踏切道 100 ヶ所

当たりの事故件数踏切道種別

踏
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他

そ
の
他
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ウ．道路障害事故
図－14 道路障害事故
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エ．人身障害事故
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オ．輸送障害
図－１７ 輸送障害件数の推移
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カ．インシデント発生状況
図－１８ インシデント原因別発生状況
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(ｲ) ＪＲの運転事故等の概況（九州管内）

表－1　管内運転事故件数の推移

年度
事故種別

件　数
列車衝突 死　亡

負　傷
件　数

列車脱線 死　亡
負　傷
件　数

列車火災 死　亡
負　傷
件　数 13 8 10 11 10 21

踏切障害 死　亡 6 1 3 3 3 4
負　傷 2 1 2 4 3 6
件　数

道路障害 死　亡
負　傷
件　数 14 20 (1) 15 13 21 12 (1)

人身障害 死　亡 11 13 11 8 15 7
負　傷 3 7 (1) 4 5 6 5 (1)
件　数

その他 死　亡
負　傷
件　数 27 28 (1) 25 24 31 33 (1)

合計 死　亡 17 14 14 11 18 11
負　傷 5 8 (1) 6 9 9 11 (1)

列車走行キロ（千ｋｍ） 78,536 74,079 77,490 69,942
100万キロ当たりの件数 0.34 0.38 0.32 0.34 0.44

（注）　　（　）内は有責事故

　ＪＲ３社（ＪＲ九州、ＪＲ西日本、ＪＲ貨物）の運転事故発生状況は表－１に示すように、総件数３３件
で対前年度で２件の増加であった。
　事故種別で見ると、対前年度で踏切障害事故が１１件の増加、人身障害事故が９件の減少と
なった。
　原因別に見ると、図－１、図－２に示すとおり、乗務員の取扱い誤りによる人身障害事故が１件
発生しており、そのほかの運転事故については、直前横断等による踏切障害事故が多く発生し
ている。

R05

0.47

R03 R0430 R01 R02

70,121 70,389



ア．列車事故

表－2　　列車事故の原因別分類

年度

原因

部 取 扱 い

車両施設

内 そ の 他

部 踏　　切 　 　 　 　 　 　

外 そ の 他

災　　害

合　　計 0 0 0 0 0 0

（注）　列車事故とは、列車衝突事故、列車脱線事故、列車火災事故

　　　　を総称していう。

   令和5年度の発生件数は、図－３に示すとおり０件でした。
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ア．列車事故

図－3 列車事故件数の推移

列車脱線

列車衝突

列車火災

部 内, 1件

部 外, 32件

鉄道係員, 1件

踏切道, 21件

線路内立入, 9件

その他・自然災害, 2件

令和５年度 運転事故の原因別件数

総件数
33件

1 11 1

0 0

1 1

0 0 0 0 0 0

1 1

0

1

2

3

H30 R01 R02 R03 R04 R05

件

年度

図－2 責任事故の種類及び原因別件数の推移

左側：種類別件数
右側：原因月件数

列車脱線

その他

駅係員
乗務員

人身障害

列車火災

列車衝突



イ．踏切障害事故

　ａ．事故件数及び死傷者数

　ｂ．原因別及び衝撃物別件数

　　　　　

二輪・軽車両
歩行者

普通、小型貨物自動車

内容

特種・特殊自動車

バス型、普通、小型乗用自動車

原因別では、図－６のとおり、落輪・エンスト・停滞が約６割、直前横断が約２割を占めている。衝撃物別では図－７のとおり、自動車が約８割を占
めている。

令和５年度の発生件数は、図－４で示すとおり２１件で対前年度で１１件増加している。また、死傷者数は１０人で対前年度で４人増加した。
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貨物
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図－4 事故件数及び死傷者数の推移
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図－5 原因別及び衝撃物別件数の推移
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図－6 令和５年度 原因別件数

総件数

21件



　ｃ．踏切道種類別の事故件数、踏切道１００ヶ所あたりの事故件数

表－3　踏切道種類別事故件数、踏切道 100 ヶ所あたりの事故件数の推移

踏切道数（※） 事故件数

R04年度 R05年度 R04年度 R05年度 R04年度 R05年度

第1種 2,531 2,527 8 16 0.32 0.63

第3種 77 77 0 0 0.00 0.00

第4種 214 213 2 5 0.93 2.35

合　計 2,822 2,817 10 21 0.35 0.75

（※踏切道数については、第２種鉄道事業者区間である一般社団法人　佐賀・長崎管理センター　長崎線の踏切道を含む）

ウ．人身障害事故

踏切道種別

　
　令和５年度末時点での踏切道数については対前年度で５箇所の減少となっており、事故件数については全体で１１件増加して
いる。
　踏切道１００ヶ所当たりの事故件数を踏切道種別で比較すると、第１種踏切道、第４種踏切道ともに増加している。
　今後においても、さらなる踏切事故防止のためには立体交差化、自動車運転者等への道路交通法の遵守・マナーアップ等の
対策が必要である。

 
  令和５年度の人身障害事故の発生件数については、１２件で対前年度で９件減少している。また、死傷者数は１２名で対前年度で９名減
少した。
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図－8 踏切道種類別事故件数
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図－9 人身障害事故の原因別件数及び死傷者数の推移

左側：原因別
右側：死傷者数
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エ．輸送障害

オ．インシデント発生状況

 
  令和５年度の発生件数は、図－１０のとおり、３９１件と対前年度で３０件増加している。
  また、部内原因による輸送障害９１件のうち車両が最も多く４６件となっている。
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図－10 輸送障害
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図－11 輸送障害の原因別件数
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